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Ⅰ　は じ め に

　玄田（2013）『孤立無業（SNEP）』が刊行された
のち，いくつかの書籍が出版されている（工藤・
西田	2014;	関水・藤原	2013）。それらに共通するメッ
セージとしては，経済学的観点―即ち労働供給
の意思決定を合理的な人間の選択という観点から
説明する立場―からは，長期にわたり非労働力
化している人々の在り様をうまく記述することは
できず，家族以外の友人を中心とするコミュニ
ティに所属し，人間関係を維持・構築しているか
どうか（人的ネットワークを重視したソーシャル・
キャピタルを保有しているかどうか）という社会学

的観点をも加味した視点から，現代の無業を分析
していかなければならない，という支援に携わる
現場の実感をも含めた声であった。
　これらのデータ分析・事例研究からは，仕事を
持つことと，友人関係をはじめとする社会的人間
関係を保つことは社会生活における両輪であり，
どちらかが毀損されれば，もう片方を正常な形に
保つことが難しくなる，という現代社会の姿が浮
かび上がってくる。
　しかし，玄田（2013）も指摘しているように，
こうした長期失業・無業とソーシャル・キャピタ
ルの関係，及びこれらに及ぼす諸要因についての
社会科学的研究はまだ始まったばかりである。
　本稿では，こうした背景を踏まえて，SNEP 等
の増加や，他人とのつながり（地縁等）の希薄化（橘
木	2010）の背景にあるものを探る実証的研究の試
みの一つとして，父親職業の世襲の影響について，
主として JGSS（日本版総合的社会調査）データを，
そして副として SSM（社会階層と社会移動全国調
査）データを用いた実証分析を行う。
　本稿での結論を先取りすると，
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本稿では，増加する孤立（長期）無業者の背景にあるものとして，父親から息子への職業
世襲の影響を実証的に検討した。SSM データからは，戦後職業世襲率が低下してきたこ
とがわかった。JGSS データからは，世襲者は①非正規労働者になりにくく，自営業者・
経営者になりやすい（ベースは正社員），②長期無業・失業を経験しにくい，③友人関係
満足度が高く，居住地域に対する愛着を感じやすい，④孤立（長期）無業度が低くなる，
ことがわかった。また一般に，⑤長期無業・失業は，人的ネットワークを損なう傾向にあ
る，⑥長期失業の経験は後の人生における幸福度へマイナスの影響を及ぼす一方で，男性
の場合，友人との会食頻度は幸福度への影響はないが，女性の場合，会食頻度が高まれば
幸福度は有意に高まる，ことなどが分かった。
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●	父親と同じ職業 1）を選ぶ人（世襲者）の割合は，
戦後から 2000 年ごろにかけて減少してきた

●	世襲者は，非正規労働者になりにくく，自営
業者・経営者になりやすい（ベースは正社員）

●	世襲者は，長期無業・長期失業を経験しにく
い

●	世襲者は，友人関係満足度が高く，居住地域
に対する愛着を感じやすい

●	長期無業・失業は，人的ネットワークを損な
う傾向にある

●	長期無業・失業の経験はのちの人生における
幸福度へマイナスの影響を及ぼす。一方で，
男性の場合，友人との会食頻度は幸福度への
影響はないが，女性の場合，会食頻度が高ま
れば幸福度は有意に高まる

という結果を得た。
　本稿において使用するデータは，上述したよう
に JGSS と SSM である。双方のデータとも社会
科学者により，それらをもとに非常に多くの論文
が書かれていること，及び紙幅の都合により，本
稿における記述統計は最小限度に留める。これら
のデータを用いた記述統計や諸論文は，大阪商
業大学 JGSS 研究センター（http://jgss.daishodai.
ac.jp/），東京大学社会科学研究所附属社会調査・
データアーカイブ研究センター（http://ssjda.iss.
u-tokyo.ac.jp/joint/JGSS/），大阪大学「質問紙法に
もとづく社会調査データベース」（http://srdq.hus.
osaka-u.ac.jp/）等から多くの情報を得ることがで
きるので，それらを参照されたい。
　また，本稿で用いた分析では，労働供給につい
てのサンプル・セレクションの問題があるので，
最後の表 7 を除き，分析対象はすべての図・表で
男性のみであることに注意されたい。また，本稿
で用いる JGSS からの諸変数は，継続調査がなさ
れているものについてはすべての調査年度（2000
～ 2010 年（除く 2004，2007，2009 年））のものをプー
ルして用いている。

Ⅱ　職業世襲と所得―変遷と現状

1　職業世襲と所得

　参鍋（2014）では，2000 ～ 2010 年（除く 2004，
2007，2009 年）の JGSS データをプールしたもの
を用いて，調査時点での本人職業と 15 歳時点で
の父親の職業が一致する人を世襲者とし，一致し
ない人を非世襲者と呼び 2），世襲者と非世襲者の
年間所得に差のあること（世襲者の方が非世襲者
よりも平均すると所得が高いこと）を示している。
　本稿においても，世襲あるいは世襲者，世襲ダ
ミーという言葉を用いるときは，この定義に従
う。全男性サンプルにおける世襲の効果の ATE

（Average	Treatment	Effect） を，Doubly	Robust	
Estimator3）により計測したところ，およそ 50 万
円ほどの年間所得の違いが計測されている。また，
長男ダミーやきょうだい数を操作変数とした推計
も行っている。
　一方，JGSS と同様に世襲者・非世襲者を定義
した世襲ダミー変数（世襲者の場合は 1 を，非世襲
者の場合は 0 をとる変数）を説明変数とし，年間
賃金所得を被説明変数とする SSM データ（1955
～ 2005 年にわたる，10 年間隔のデータ）を用いた
OLS 分析においては，2005 年度のみ，世襲ダミー
の効果が有意に正であった。同様の定式化に基づ
いた，JGSS データを用いた OLS 分析を行ったと
ころ，世襲ダミーはやはり正の効果を示していた 4）。
　以上の結果から，世襲者の所得の方が高くなっ
たのは，2000 年代に入ってからの現象ではない
かと推量されるだろう。
　では，何故このような現象が起こっているのだ
ろうか。
　図 1 は，男性の労働者に占める非正規労働者の
割合の時系列の変化を示したものである。よく知
られているように，2000 年代に入るころあたり
から，その比率は急激に上昇している。太田（2010）
は，2000 年ごろの時期において，若年者にとっ
てのいわゆる「良い」仕事が大きく減少したこと
を示しており，低所得の男性非正規労働者が増加
したことを示している。そして，世襲者は，非正
規労働者になりにくいのである。故に，こうした
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影響を免れたので，世襲者－非世襲者の相対的な
賃金水準が変化したと考えられる。ここで，その
ことについて確認をしておくために，多項ロジッ
ト分析を行う。
　被説明変数は，回答者の現在の就業形態を示し
ており，1.	経営者・役員，2.	常時雇用の一般従
事者・役職なし，常時雇用の一般従事者・役職は
わからない，3.	常時雇用の一般従事者・職長・班
長・組長，常時雇用の一般従事者・係長・係長相
当職，4.	常時雇用の一般従事者・課長・課長相当
職，常時雇用の一般従事者・部長・部長相当職，
5.	臨時雇用・パート・アルバイト，派遣社員，内
職，6.	自営業主・自由業者，家族従業者，と分類
している。説明変数は，世襲ダミー及び，父親の
就業形態（先ほどの回答者におけるそれと同様の分
類に，無職，父親はいなかった，の二つのカテゴリー
を加えた）を示している。
　表 1 は，その結果を示したものである。なお，
サンプルは男性に限っている。世襲者は，経営者・
自営業者に有意になりやすく，また非正規労働者
になりにくいことを示している。
　非正規労働者は，景気動向により真っ先に解雇・
雇止めされる傾向があり，失業状態を経験しやす
いと言えるだろう。また，失業状態に陥れば，職
歴等の問題から，非正規労働者の失業期間が長期

化してしまうリスクもあるだろう。これらの点に
ついては，後に言及する，世襲者は長期無業・失
業を経験しにくいという事実と関わっている。
　世襲者の賃金の方が高くなる第 2 の理由とし
て，世襲される職業（職種）が変わってきている，
という理由が考えられるだろう。それほど儲から
ない職業が継がれなくなっている一方で，所得の
高い職業が安定的に継がれ，その所得が高くなっ
ていることが考えられる。
　図 2 は，平均所得の点で対照的である，経営者
と農林水産業の世襲率の変化について示したもの
である。ここで，各職業別に世襲の問題を考える
際に，区別が必要になる世襲率の二つについて述
べておく。本稿では世襲率Ⅰ，世襲率Ⅱと呼ぶも
のであるが，世襲率Ⅰは，父親の職業がどれぐら
い受け継がれたのか，を示したものである。世襲
率Ⅱは，職業別に，世襲者がどれぐらいいるのか，
を示したものである。一般に，社会学分野では親
の職業がどれぐらい受け継がれたか，を示す概念
を流出と呼び，現在の職業において，世襲者がど
れぐらいいるのか，を示す概念を流入，と呼ぶ（佐
藤	2000）。
　つまり，農業を例にとれば，親の仕事（≒農業）
を継ぐ人はどんどん少なくなっているが，農業を
やっている人はほとんど世襲，つまり，農業をやっ

図 1　男性非正規労働者の増加

出所：『労働力調査』より著者作成
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ている人の父親はほとんど 100％農家，というこ
とを示している。
　ここから，緩やかではあるものの，経営者の世
襲率はⅠ，Ⅱともに上昇を続けている一方，農林
水産業の世襲率Ⅰは低下を続けてきたこと，そし
て世襲率Ⅱはほぼ 100％水準で推移してきたこと
がわかる。こうした傾向により，世襲者の所得が
相対的に高くなってきたことが推量されよう。
　また，職業全体での世襲率の経年変化について

示したものが，表 2 である。
　ここから，世襲をする人の割合が，2000 年ご
ろに至るまで一貫して低下してきていることが窺
える 5）。その背景には，経済成長に伴って様々な
新しい職種が生まれたり，地方から都市への移動
が起こったり，といった背景があったと考えられ
る。また，上述した農業の世襲が減ったことに加
えて，自営業者の減少もあったと考えられるだろ
う（玄田・神林	2001）。

表 1　世襲及び父親の就業形態の，子の就業形態への影響（多項ロジット）

経営者 係長級 部課長級 非正規 自営・家族
世襲 1.009*** －0.245 －0.121 －0.950** 2.320***

（0.240） （0.261） （0.257） （0.455） （0.177）
父：経営者 2.282*** 0.298 0.362 0.873** 0.225

（0.304） （0.333） （0.357） （0.445） （0.383）
父：係長級 －0.0617 0.736*** 0.593** 0.351 －0.391

（0.349） （0.210） （0.230） （0.328） （0.360）
父：部課長級 0.222 0.528*** 0.805*** 0.366 －0.283

（0.291） （0.204） （0.202） （0.327） （0.323）
父：非正規 －0.117 0.430 －0.665 0.634 －0.132

（0.734） （0.417） （0.625） （0.569） （0.607）
父：自営・家族 －0.0734 0.0929 －0.00376 0.0975 0.486***

（0.197） （0.142） （0.155） （0.183） （0.160）
父：無職 －0.349 －1.434 0.405 －0.942 －0.299

（0.896） （1.113） （0.554） （0.931） （0.648）
父：不在 0.147 0.148 0.207 0.103 0.752***

（0.306） （0.244） （0.253） （0.278） （0.229）
中退経験 0.775** －0.523 －0.980** －0.191 0.798**

（0.321） （0.360） （0.497） （0.446） （0.320）
結婚 0.741*** 0.892*** 1.283*** －0.637*** 0.233

（0.270） （0.173） （0.231） （0.164） （0.177）
年齢 0.104*** －0.000506 0.0454*** 0.0834*** 0.0908***

（0.00767） （0.00462） （0.00522） （0.00767） （0.00597）
大卒 0.443*** 0.113 0.614*** 0.151 0.000989

（0.167） （0.129） （0.133） （0.191） （0.149）
年間所得 0.00215*** 0.00105*** 0.00174*** －0.00218*** 0.000654***

（0.000185） （0.000161） （0.000161） （0.000387） （0.000193）
大都市 0.236 0.129 0.137 0.110 0.160

（0.239） （0.178） （0.195） （0.237） （0.188）
小都市 0.188 －0.0244 0.168 0.0187 0.0485

（0.184） （0.141） （0.151） （0.180） （0.141）
Constant －9.531*** －2.542*** －5.942*** －4.011*** －6.512***

（0.510） （0.255） （0.323） （0.482） （0.370）
Observations 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248
Pseudo	R2 0.191 0.191 0.191 0.191 0.191
Log	likelihood －4351 －4351 －4351 －4351 －4351
注：1）括弧内は，頑健標準偏差である。有意水準は	***	p<0.01,	**	p<0.05,	*	p<0.1
　　2）被説明変数，及び父親の就業形態のベースは，平社員級
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表 2　全体サンプルにおける世襲率の経年変化
SSM JGSS

1955 43%
1965 24%
1975 18%
1985 12%
1995 7%
2005 10% 2000―2010 10%

出所：SSM，JGSS データより著者作成

2　職業世襲についての既存研究

　親の職業と子の職業についての社会学的研究
は，階層移動研究としての膨大な蓄積がある。一
般的に，ホワイトカラー上層・下層，ブルーカラー
上層・下層といった様に，社会階層を想定し，世
代間での移動の開放性についての研究を行うこと
が中心であったと捉えられよう（例えば，石田・
三輪	2011 を参照されたい）。また，所得移動につ
いては，佐藤・吉田（2007）があげられる。　
　本稿では，主に具体的な職業上の世襲に着目し
ているところが，そうした文脈との違いであり，
経済学的視点からの議論であると言えよう。一方
で，経済学の文脈からも，世代間の階層移動の研
究はより活発に行われるようになってきており，

その代表的な研究が Long	and	Ferrie（2013）で
ある。それまでの世代間の階層移動の研究におい
ては，主に 20 世紀におけるそれに分析の焦点が
向けられており，先進国において Social	Mobility
には大きな変動がなかった，とする見解が一般的
であった。しかし，分析の時間軸をより長く，19
世紀アメリカにまで拡大すれば，19 世紀のアメ
リカにおける開放性は，1970 年代以後のそれと
比較すれば，非常に高かったことが示されている。
　職業世襲に関する，経済学の既存研究について
簡単にまとめたい。世襲が行われるのは世界的に
共通して観察される事実であり，日本に限ったこ
とではない。それには，親の側による物的資本（土
地・企業・その他設備等の資本）の贈与の動機があ
げられるが，それにとどまらず，職業世襲により，

（特殊）人的資本を継承したり，あるいは高めた
り，ブランド価値を継承したり，取引先を含む人
的ネットワークを受け継ぐことができる，といっ
た経済的メリットを享受することが可能である，
というインセンティブも指摘されよう。
　これらの職業世襲を社会的に見て，望ましいか
どうかを議論することは難しい。職業が世襲され
ることにより，親世代までに培った伝統が暗黙

図 2　農業と経営者の世襲率の変化

出所：SSM データより著者作成
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知（野中・遠山・平田	2010）として人的資本とな
り継承されることは社会的に望ましいことである
と言えよう。一方で，技術進歩等で生まれた新
しい産業へ人々の移動を促すことを阻害したり，
nepotism（縁故主義，身内びいき）が蔓延し，他の
その仕事につきたいと考える能力の高い人々と比
べ，それほど能力の高くない人々が親の影響力に
よりその仕事に就く，ということになれば，それ
らは社会的損失であり，不公平でもあると言えよ
う。即ち，nepotism は，職業世襲におけるマイ
ナス面を最も強く示す現象であるということがで
きるだろう。
　世襲についての経済学的な観点からの既存研
究としては，Laband 氏と Lentz 氏による一連
の共同研究が第一にあげられよう。Laband	and	
Lentz（1983）では，農場経営者の子供は，親と
同じ農業で働く傾向を指摘しており，物的資本

（土地・耕作地）及び農業従事者としての人的資本
が継承されるということを指摘している。Lentz	
and	Laband（1990）は，企業経営者の約半数ほど
は親の代から受け継いだ二世経営者であることを
指摘し，ブランド価値，物的・人的資本を継承す
ることができることを示している。Laband	and	
Lentz（1990）は，野球選手の子供が野球選手となっ
た場合，親と同じポジションでプレーしているこ
とが多く，人的資本が継承されている可能性を示
唆している。Laband	and	Lentz（1985）では，政
治家の子供が政治家となった場合は，平均的に親
よりも選挙に強いことを示しており，ブランド価
値継承と人的資本継承がなされることを指摘して
いる。Laband	and	Lentz（1992）は，弁護士の子
供は弁護士の親から法律知識等を伝えられること
で，弁護士になりやすく，また収入も，その他の
非世襲弁護士と比べて高くなる傾向を指摘してい
る。　
　一方，コネの問題として，Lentz	and	Laband

（1989）は，ある米国のメディカル・スクールにお
いては，医師の子供は，多少点数が足りなくても，	
メディカル・スクールへの入学が許可されて
いたことを見出しており，これを nepotism と
している。Groothuis	and	Groothuis（2008）は，
NASCAR というアメリカの車のレースにおけ

る nepotism について分析をしている。また，
Scoppa（2009）は，イタリアにおける公務員の仕
事の有利さを紹介し，親が公務員である場合に，
その子供が公務員となる確率は，他の条件をコン
トロールしても 44％以上高まることを示してお
り，これがnepotismによるものであることを様々
な証拠を用いて示している。
　また，一般に，Hellerstein	and	Morrill（2011），
Ermish	 and	Francesconi（2002），Carmichael

（2000），Di	Pietro	and	Urwin（2003），Corak	and	
Piraino（2010）は，親と子供の職業選択の間には
様々な形（同じ職業に就く傾向，同じ会社に入ると
いう傾向，同じような職業威信の仕事に就く傾向等）
での相関があり，先進諸国においても職業選択に
おける，機会の平等が完全に担保されているとい
う状況にはないことを指摘しており，親の職業上
のステイタスが，子供の労働市場における職業選
択に影響を与えることを指摘している。
　そして，特に，「親が自営業であると，子供も
自営業になりやすい」という点についての既存
研究が多いことは重要なポイントである（Dunn	
and	Holtz-Eakin	2000）。いわゆるファミリー・ビ
ジネスに関するトピックであり，大企業におい
ても観察される現象である（Pérez-González	2006;	
Bennedsen	et	al.	2007）。ファミリー・ビジネス
とそのパフォーマンスについて詳しくは，斎藤

（2008）を参照されたい。

Ⅲ　職業世襲と長期無業・失業，人的	
ネットワーク

1　職業世襲が低減する心理的コスト及び様々なリ

スク

　失業が長期間にわたれば 6），それはのちの職業
人生において大きなマイナスとなることはよく知
られた事実であろう。採用面接における空白期間
の長さは障害となることはよく知られた事実であ
るし，また，そうした無業期間が若年において生
じたならば，本来ならば人的資本を成長させてい
たであろう大きな機会費用を発生させることにな
り，社会的にもきわめて大きな問題となることか
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ら，いわゆるニート・フリーター問題，近年では
孤立無業（SNEP）問題として様々な形で概念化・
定式化され，注目されてきたと言えよう（玄田・
曲沼	2004;	小杉	2003;	小杉編	2005;	玄田	2013）。
　本稿において，世襲の及ぼす長期間無業・失業
経験への影響を検討する。父親の職業を継ぐこと
ができる，という状況は，仕事をしないことによ
り発生する人的資本の毀損を免れるだけでなく，
仕事をするという状態から長期離脱することで，
再び社会参加することが難しくなるという心理的
なリスクを低減することができる，と予想できる。
　また，家業に従事する，あるいは親の仕事を手
伝う，といった就業形態は，履歴書の作成や採用
面接に臨むこと，見知らぬ人々と会話をして自分
を売り込むこと等々の，心理的ハードルが高いこ
と（あるいは一大決心を要すること）を，回避でき
るだろう。つまり，親との関係が悪くなければ，
比較的気軽に働きだすことが可能であると予想さ
れ，失業状態・無業状態に陥っても，すぐに就業
できることが予想される。また，子供の性格や能
力などを親はある程度把握することができるの
で，適切に仕事上の役割を割り振ることもできよ
う。また，働いている上で生じる様々な問題につ
いて気軽に報告・相談することができるなど，働
く上でのメリットもあろう。
　しかし，職業世襲の及ぼす様々な影響について
の経済学的分析はまだほとんど蓄積がない，と
いってよいだろう。
　本節では，以上のような問題意識の下で，職業

世襲者が，それまでの人生の中で長期にわたる失
業・無業を避けることができていたのかどうかに
ついて計量的に分析する。

2　職業世襲と長期無業・失業

　長期無業・失業については，JGSS では 2000 年，
2001 年において質問がなされている。卒業後の
未就労年数を尋ねる項目と，その未就労期間のう
ち，求職していた期間を尋ねたものが利用でき，
長期にわたる無業期間について知ることができ
る。まず，長期無業者及び長期失業者についての
変数を作成する 7）。長期無業者については，最終
学校卒業後，無業期間がない場合は 0，そして 1
年未満の無業期間がある場合は 1，1 ～ 3 年未満
の場合は 2，3 ～ 5 年未満は 3，5 ～ 10 年未満は	
4，10 年以上は 5 とする。
　次に，長期失業者についてのデータとしては，
最終学校卒業後，無業期間がない場合は 0，そし
て 1 年未満の失業期間がある場合は 1，1 ～ 3 年
未満の失業期間の場合は 2，3 ～ 5 年未満の失業
期間は 3，5 ～ 10 年未満の失業期間は 4，10 年以
上の失業期間は 5 とする。表 3 は，世襲者と非世
襲者との間で，これらの無業・失業期間に差があ
るのかどうかについて記したクロス表である。
　表 3 において，サンプルは，現在時点で何らか
の仕事をしている男性に限られたものである 8）。
結果からは，明らかに世襲者の無業期間及び求職
期間が短いことがわかり，先ほどの予想と整合的
であることがわかる 9）。

表 3　世襲の長期無業・失業期間への影響
無業期間

Total サンプル数
無業期間無 1 年未満 1～3 年未満 3～5 年未満 5～10 年未満 10 年以上

非世襲 75.4% 16.1% 5.8% 1.5% 0.9% 0.3% 100% 1718
世襲 91.1% 6.1% 2.4% 0% 0.5% 0% 100% 213
Total 77.2% 15.0% 5.4% 1.4% 0.8% 0.3% 100% 1931

独立性のカイ二乗検定　　カイ二乗値　26.97　有意確率　0.000

失業期間
Total サンプル数

失業期間無 1 年未満 1～3 年未満 3～5 年未満 5～10 年未満 10 年以上
非世襲 80.2% 16.1% 2.6% 0.6% 0.4% 0.1% 100% 1617
世襲 95.6% 3.5% 1% 0% 0% 0% 100% 203
Total 81.9% 15.0% 2.4% 0.5% 0.4% 0.1% 100% 1820

独立性のカイ二乗検定　　カイ二乗値　29.168　有意確率　0.000

67日本労働研究雑誌

論　文　職業世襲



3　ソーシャル・キャピタル

　ソーシャル・キャピタルについての社会科学的
分析は今もなお活発に行われ続けている。本稿で
はそれらすべてを網羅することはできないので，
いくつかの代表的な著作を上げるにとどめる。稲
葉ほか（2014）は，社会科学の様々な分野における，
ソーシャル・キャピタル研究の現在について紹介
している。入山（2012）は，経営学におけるソーシャ
ル・キャピタル研究の流れを分かりやすく整理し
て紹介している。また，地位達成・階層分化にお
けるネットワークの影響については，Lin（2001）
が詳しい。現在のソーシャル・キャピタル研究隆
盛のもととなった Putnam（1993,	2000）からは経
済成長とソーシャル・キャピタルの関係について
等の示唆を得ることができよう。そして職探しに
ついての弱い紐帯の重要性を指摘し，すでに古
典化している著作が Granovetter（1995）であり，
その日本における研究事例のひとつが玄田（2001）
である。
　また，ソーシャル・キャピタルを対象とした実
証分析の実際としては，内閣府（2003）が参考に

なる。ソーシャル・キャピタルを指数化するに当
たり，「つきあい・交流指数」「信頼指数」「社会
参加指数」の三点を中心に計測している。

4　職業世襲と人的ネットワーク

　本稿では，孤立と無業・失業との関係を見るう
えで，人的ネットワークの影響を見ることが重要
であるので，付き合い・交流に関連する項目に着
目する。JGSS において，長期無業・失業と人的
ネットワークの関係を調べるにあたっては，以下
の様な質問項目（「友人との会食の頻度」「友人関係
満足度」「現在の居住地域への愛着度」）が利用でき
る。職業世襲と，これら人的ネットワークについ
てのソーシャル・キャピタル関連の諸変数とのク
ロス表を検討したのが，表 4 である。
　世襲と友人との会食の頻度の関連を見たもので
は，両者には有意な差はない。一方，世襲者は非
世襲者と比べて，より強く現在の居住地に愛着を
感じていることがわかる 10）。親と同じ職業につ
いているので，親の代から居住し続けることで，
地域における絆が長年かけて醸成されていると考
えられる 11）。そうした地縁の形成が，地域の人々

表 4　世襲と人的ネットワーク
友人との会食の頻度

Total サンプル数
全くなし 年に 1 回程度 年に数回 月に 1 回程度 週に 1 回程度 週に数回 ほとんど毎日

非世襲 8.3% 7.7% 33.5% 29.9% 13.8% 6.1% 0.7% 100% 7,070
世襲 8.8% 6.9% 36.8% 28.6% 13.5% 4.5% 0.8% 100% 969
Total 8.4% 7.6% 33.9% 29.8% 13.8% 6.0% 0.7% 100% 8,039

独立性のカイ二乗検定　カイ二乗値　8.3339　有意確率　	0.215

現在の居住地域への愛着

Total サンプル数愛着を感じて
いない

どちらかとい
うと愛着を感
じていない

どちらかとい
うと愛着を感
じている

愛着を感じて
いる

非世襲 2.5% 11.1% 49.0% 37.4% 100% 516
世襲 3.3% 2.2% 38.9% 55.6% 100% 90
Total 2.6% 9.7% 47.5% 40.1% 100% 606

独立性のカイ二乗検定　カイ二乗値　14.2774　有意確率　0.003

友人関係満足度
Total サンプル数

不満 ↔ 満足
非世襲 1.4% 7.6% 42.9% 29.8% 18.2% 100% 8,090
世襲 1.2% 5.4% 38.4% 31.9% 23.1% 100% 1,102
Total 1.4% 7.4% 42.4% 30.1% 18.8% 100% 9,192

独立性のカイ二乗検定　カイ二乗値　24.9075　有意確率　0.000
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との人的ネットワークを形成しているさまも容易
に想像することができる。
　地縁は相互扶助的な共同体を形成し，治安の維
持やこども，お年寄りへの目配り，その他様々な
メリットをもたらすものであり，世襲者がそうし
た地縁を形成する担い手の一人となっている可能
性を指摘できるだろう。もっとも，そうした共同
体への愛着や郷土愛が，職業世襲という選択をも
たらしているのかもしれず，そうした因果関係に
ついては今後の研究課題となろう。また，世襲者
の方が，友人関係により満足している傾向が読み
取れ，上のロジックと同様の推論が成り立つだろ
う。

5　長期無業・失業とソーシャル・キャピタル

　次に，過去の長期無業・失業経験と，現在の友
人との会食頻度の関係についてみてみよう。長期
無業経験については，先ほど用いた変数について，
無業経験なし，1 年未満の無業・失業経験あり，
1 年以上の無業経験ありの三段階に分けたものを
用いている。結果を示した表 5 からは，長期間の
無業経験は，友人との会食を持たなくなる傾向を
もたらすことがわかる 12）。特に，長期無業経験
者は，まったく友人と会食機会を持たない傾向が
わかる。こうした傾向は，長期間に及ぶ無業期間
が，友人とのつながりを断ち切ってしまう可能性
と，友人とのつながりを持たない人が一度失業し
てしまうと，その失業期間が長期化してしまう，
という二つの可能性を示していると考えられるだ
ろう。この点は，今後の研究においてパネルデー
タ等を用いた研究において詳細に調べられること
が望ましいだろう。

Ⅳ　職業世襲と孤立（長期）無業度

　本節では，職業世襲が及ぼす，孤立（長期）無
業への因果的な影響について検討する。上述した
ように，既存研究や現場の声としては，無業状態
と人的ネットワークは相互に依存しており，それ
らを一体として扱うことの意義が大きいことか
ら，長期無業・失業，および友人との会食頻度，
友人関係満足度を用いて主成分分析を行い，「孤
立（長期）無業度指数」を作成し，その指数に与
える諸変数の影響，特に職業世襲の影響に着目す
る。職業世襲という選択に及ぼす操作変数として，
長男であるかどうかを示すダミー変数，あるいは
兄，弟，姉，妹の数を用いて，職業世襲の孤立（長
期）無業度への因果的効果を確かめたい。
　長期無業及び長期失業については，表 3 で用い
た変数を用いる。これら二つの変数と，友人との
会食頻度，友人関係満足度の 4 変数について主成
分分析を行った。そして 4 変数を z 化した上で，
それら変数と第一主成分の固有ベクトルをそれぞ
れ掛け合わせ，合成尺度を構成し，それらを孤立

（長期）無業度とした 13）。孤立（長期）無業度の
平均値は－0.37，標準偏差は 1.2，最大値は 5.06，
最小値は－1.91 であり，高いほど孤立し，長期無
業・長期失業を経験することを示している。
　この孤立（長期）無業度を被説明変数とし，世
襲の因果的効果を確かめたのものが，表 6 である。
　長男ダミーを操作変数としたケースにおいては
2SLSを行った結果を示したもので（列（3）），列（4）
は，兄，弟，姉，妹の数を操作変数とし，two-
step	GMMを行っている結果を示したものである。

表 5　無業期間と友人との会食頻度

友人との会食の頻度
Total サンプル数

全くなし 年に 1 回
程度 年に数回 月に 1 回

程度
週に 1 回

程度 週に数回 ほとんど
毎日

無業経験なし 6.5% 7.2% 34.8% 28.9% 15.6% 6.3% 0.7% 100% 1,492

一年未満の無業経験 9.2% 8.1% 36.4% 25.2% 14.3% 5.6% 1.1% 100% 357

一年以上の無業経験 22.6% 9.8% 31.7% 23.0% 8.3% 3.7% 0.9% 100% 540

Total 10.6% 8.0% 34.3% 27.0% 13.7% 5.6% 0.8% 100% 2,389

独立性のカイ二乗検定　カイ二乗値　129.1084　有意確率　0.000
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　なお，列（1）についての操作変数の F 検定の
結果は 3.33 で，有意確率は 0.07 であり，列（2）
では 2.45 であり，有意確率は 0.0488 であった。
また，列（4）における Hansen	J	statistic	（over-
identification	test	of	all	instruments）についての有
意確率は 0.843 であった。
　操作変数については，伝統的なイエ制度の継承
者として，出生順位が重要となることを利用しつ
つ，教育水準（大卒ダミー，中退経験）等をコン

トロールした上で，出生順位が求職活動の成果や，
友人との会食頻度に影響を及ぼすことはないであ
ろう，という想定を行っている。
　世襲は負の効果を示しており，今まで見たクロ
ス表分析の結果と整合的である。
　長男ダミーを操作変数とした分析においては，
単調性の条件が成立すると仮定すれば，長男で
なければ継いでいなかったが，長男であったの
で継いだ（compliers）人々の，局所的平均処置効

表 6　世襲の及ぼす孤立（長期）無業度への影響

（1） （2） （3） （4）
世襲 孤立（長期）無業度

世襲 －1.347* －1.517**
（0.735） （0.655）

長男 0.0721*
（0.0395）

兄の数 －0.0347*
（0.0207）

弟の数 －0.00730
（0.00931）

姉の数 5.82e－05
（0.00956）

妹の数 0.0217**
（0.00915）

勤続年数 0.000350* 0.000358* －0.000381 －0.000337
（0.000209） （0.000216） （0.000270） （0.000250）

職業威信スコア －0.00187 －0.00176 －0.0117*** －0.0121***
（0.00158） （0.00157） （0.00313） （0.00296）

中退経験 －0.00682 －0.00728 0.552** 0.625***
（0.0413） （0.0426） （0.229） （0.215）

結婚 －0.0500** －0.0469** －0.133* －0.132*
（0.0197） （0.0199） （0.0757） （0.0749）

年齢 0.00286 0.00272 0.00782*** 0.00780***
（0.00216） （0.00211） （0.00272） （0.00231）

大卒 －0.0193 －0.0205 －0.0706* －0.0747*
（0.0177） （0.0170） （0.0425） （0.0420）

年間世帯収入 6.55e－05*** 6.45e－05*** －0.000143** －0.000125**
（2.08e－05） （2.10e－05） （5.76e－05） （5.64e－05）

大都市 －0.00568 －0.00679 0.0337 0.0141
（0.0231） （0.0233） （0.0566） （0.0559）

小都市 0.0263 0.0276 －0.0270 －0.0402
（0.0284） （0.0278） （0.0488） （0.0456）

父親自営 0.101* 0.101* 0.0589 0.0558
（0.0583） （0.0590） （0.0777） （0.0719）

Constant －0.0356 0.0206 －0.246 －0.218
（0.0841） （0.0636） （0.190） （0.178）

Observations 1,279 1,273 1,279 1,273
R-squared 0.083 0.086
注：1）	括弧内は，クラスター・ロバストな標準偏差である。	

有意水準は	***	p<0.01,	**	p<0.05,*	p<0.1
2）クラスターは、回答者の職種であり、その数は 138 である
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果（LATE）を示す。ただし，本稿では操作変数
の適格性を担保するために，操作変数以外の説明
変数を加えているので，covariate-specific	LATE
となっており，結果の解釈は直感的には必ずし
も出来ないことに注意が必要である（Angrist	and	
Pischke	2008）。
　その他の説明変数の影響については，職業別の
職業威信度（1995 年度の SSM 調査より得られたも
のを用いている），結婚ダミー，世帯年収，大卒ダ
ミーがマイナスとなっており，これらは孤立（長

期）無業度を低下させる。一方，中退経験，年齢
は孤立（長期）無業度を高める方向への効果があ
る。

Ⅴ　孤立（長期）無業度と幸福度

　最後に，簡単に孤立（長期）無業度と幸福度の
関係について確認しておきたい。先ほどの孤立（長
期）無業度を説明変数とし，生活全般の満足度（1：
不幸せ～ 5：幸せ，元データの順序を逆転したもの）

表 7　孤立（長期）無業と幸福度
（1） （2） （3） （4）

男性 女性
孤立（長期）無業度 －0.309*** －0.216***

（0.0646） （0.0609）
友人との会食頻度 0.0677 0.212***

（0.0464） （0.0543）
長期失業経験 －0.204*** －0.161**

（0.0766） （0.0817）
世襲 0.0635 0.150 0.531* 0.504*

（0.163） （0.159） （0.282） （0.277）
中退経験 0.0552 0.00398 0.0623 －0.0305

（0.290） （0.288） （0.590） （0.587）
結婚 1.491*** 1.508*** 1.035*** 1.063***

（0.154） （0.154） （0.186） （0.184）
年齢 －0.0929*** －0.0874*** －0.140*** －0.130***

（0.0258） （0.0256） （0.0331） （0.0332）
年齢二乗 0.000823*** 0.000732*** 0.00150*** 0.00139***

（0.000261） （0.000258） （0.000341） （0.000342）
大卒 0.0625 0.0672 0.305 0.336*

（0.107） （0.107） （0.187） （0.188）
世帯所得 0.000333** 0.000426*** 0.000333** 0.000327**

（0.000138） （0.000138） （0.000155） （0.000152）
大都市 0.218 0.215 －0.166 －0.361*

（0.159） （0.158） （0.215） （0.217）
小都市 0.0549 0.0569 －0.0617 －0.111

（0.121） （0.120） （0.173） （0.171）
Cut1 －5.699*** －5.367*** －6.456*** －5.707***

（0.662） （0.692） （0.759） （0.809）
Cut2 －3.711*** －3.535*** －4.864*** －4.088***

（0.615） （0.647） （0.726） （0.780）
Cut3 －1.204** －1.105* －2.639*** －1.837**

（0.592） （0.624） （0.695） （0.755）
Cut4 0.396 0.481 －1.207* －0.411

（0.592） （0.624） （0.688） （0.751）
Observations 1,435 1,454 781 795
Pseudo	R2 0.0476 0.0436 0.0360 0.0380
Log	likelihood －1737 －1781 －978.1 －993.6
注：括弧内は，頑健標準偏差である。有意水準は	***	p<0.01,	**	p<0.05,	*	p<0.1

71日本労働研究雑誌

論　文　職業世襲



を被説明変数とした順序ロジット分析を行った。
　また，孤立（長期）無業度を構成する諸変数の
うち，長期失業の変数と友人との会食頻度を用い
た分析も行った。なお，この表でのみ，女性サン
プルを用いた分析結果も掲載している。表 7 の結
果からは，孤立（長期）無業度の高まりは，有意
に幸福度を引き下げていることがわかる。友人が
多いことが，男女問わず高い幸福度につながる傾
向は Hintikka	et	al.（2000）等により報告されて
いるが，ここでは，会食頻度について，結果が男
女により異なっている点が注目されよう。
　男性では有意な影響を及ぼしていない一方で，
女性では 1％水準で有意である。ここから，女性
は人的ネットワークから直接効用を得られること
に対して，男性はそこから直接効用を得る効果は
弱い。こうした理由により，男性はより孤立化し
やすくなる傾向が読み取れるだろう。またこうし
た孤立化傾向が，失業期間を長期化させる恐れも
あると考えられる。　
　長期失業については，大竹（2004），佐野・大
竹（2007）と同様，失業経験は過去のものであっ
ても，現在の幸福度を引き下げることがわかる。
　世襲の効果は，女性のみが有意となっている。
上述したように，世襲者は自営業者であることが
多く，Kawaguchi（2008）が指摘するように，自
営業を営む者は仕事を行う上での内発的動機付け
にとって重要な自律性を確保することができ，仕
事満足度も高くなる傾向にある。しかし結果とし
て男性では非有意，女性では有意となっており，
男性は自律的な働き方の幸福度への影響が弱い可
能性もある。しかし，これにはサンプル・セレク
ションの問題があると考えられる。即ち，女性の
方が就業機会に恵まれないために，働くことがで
きることそのものの効果が反映されている可能性
が高く，これらの点についても今後の研究課題と
いえるであろう。

Ⅵ　さ い ご に

　SNEP が増加する背景には，おそらく社会経済
構造の変化，あるいは情報通信技術等のテクノロ
ジーの進化があると考えられる。本稿は，増加す

る SNEP，あるいは無縁社会化する日本の背景に
ある，社会経済構造の変化を探るささやかな試み
の一つである。
　また，職業世襲はどのような理由で行われ，ど
のように行われ，そしてどのような結果を伴うも
のであるのか。戦後，減少してきた職業世襲は，
日本の経済社会にどのようなインパクトを与えて
きたのか。本稿は，そうした問いに対して，その
とば口に立ったものにすぎないことは言うまでも
ないだろう。
　無業に関する概念としての NEET は，批判
にさらされることもあった（本田・内藤・後藤	
2006）。労働研究上の概念が，再帰的に社会に受
容され，しかも無業者一般への批判となって社会
に表れたことは今後の教訓となるだろう。しかし，
柄谷（1987）で述べられているように，人は自分
に非常に近いけれども，微妙に異なる人を差別す
るのである。
　現代日本でいつ陥るかもしれない状態を体現し
た人々が実際に数多く存在することを，漠然と気
づいてはいた人々に明示的に示したことで，人々
の不安が高まり，無業者へのバッシングへとなっ
たのではないか。つまりそれだけ，（孤立する）
無業者というのは潜在的には普遍的存在であるこ
との証左であるといえよう。
　結局のところ，間違ったイメージ，情報，偏見
が社会にフィードバックしていくことを防ぐため
には，孤立あるいは無業における研究蓄積を重ね，
社会に還元していく他ないのだろう。

付記
日本版 General	Social	Surveys（JGSS）は，大阪商業大学
JGSS 研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査
共同研究拠点）が，東京大学社会科学研究所の協力を受けて実
施している研究プロジェクトである。二次分析にあたり，東京
大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セン
ター SSJ データアーカイブから個票データの提供を受けた。ま
た	SSM	調査の二次分析使用にあたって , 東京大学社会科学研
究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター SSJ データ
アーカイブから〔「1955 年 SSM 調査，1965 年 SSM 調査，1975
年 SSM 調査，1985 年 SSM 調査，1995 年 SSM 調査，2005 年
SSM 調査」（2005SSM 研究会データ管理委員会）〕の個票デー
タの提供を受けた。以上記して感謝申し上げます。また，本稿は，
早稲田大学特別研究課題 B の援助を受けた成果の一部である。
これもまた記して感謝申し上げます。

	1）JGSS データでは，回答者の現在の職種は xxjob，15 歳時
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点での父親の職種は ppjbxx15 とコードされているものを職
業として用いている。

	2）SSM データにおいては，父親の主な職業という質問項目
がある場合は，それを用いている。

	3）この推計手法の下では，傾向スコアを計算する諸共変量，
あるいは結果変数を説明する諸説明変数，どちらかの定式化
が正しければ，因果効果の一致推定量を得ることができるこ
とが知られている（Bang	and	Robins	2005;	星野	2009）。

	 4）SSM データでは，Doubly	Robust	Estimator による推計は，
サンプルサイズが小さいため実行できず，OLS 推計を行っ
ている。

	5）ただし，SSM データにおける職業分類は，1955 ～ 1985 年
までのものと，1995，2005 年度の区分とで変化しているこ
とに注意が必要である。JGSS の職業区分は，1995 年，2005
年度の SSM のそれと同様である。

	6）長期失業についての日本における研究としては，篠崎（2004）
があげられる。

	7）長期無業については sznowork を，長期失業については
szfindjb を用いており，分からない，あるいは未回答の場合
については用いていない。

	8）具体的には，先週一週間で何かしら仕事をした，あるいは
する予定であったが事情によりしなかった人を，現在仕事を
しているものとして定義している。

	9）将来の失業可能性について尋ねた項目においても，世襲者
の方が，失業する可能性がかなり低いと答えている。

10）居住地域への愛着と同様，居住地域へ継続して住むことを
希望する度合いについても，世襲者の方が継続希望者は多い。

11）実際，世襲は，非世襲者と比べて，15 歳時点での居住都
道府県と，回答時点での居住都道府県が同じである確率が高
いことを確かめることができる。

12）また，友人関係満足度も，長期無業経験者は低くなる。長
期無業と居住地域への愛着は調査年度が異なるため調べられ
ない。

13）具体的には，0.6786 ＊無業期間＋ 0.6765 ＊失業期間－0.2267
＊会食頻度－0.1748 ＊友人関係満足度，とした（変数は z 化
されたものを用いている）。
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